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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、安定的な株主価値の向上を最も重要な経営課題と考えております。そのために、株主の皆様をはじめ、取引先、従業員等のステークホ

ルダーとの良好な関係を築くとともに、経営管理体制の整備、コンプライアンスの徹底、監査機能の充実、適時・適切な情報開示により、企業活動

の透明性の向上に努めます。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの基本原則をいずれも実施しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

東映株式会社 4,700,000 33.57

株式会社テレビ朝日 2,750,300 19.65

株式会社バンダイナムコホールディングス 1,512,400 10.80

株式会社フジ・メディア・ホールディングス 1,410,000 10.07

東映ビデオ株式会社 454,900 3.25

東映ラボ・テック株式会社 350,000 2.50

株式会社ソニー・ピクチャーズエンタテインメント 260,000 1.86

みずほ信託銀行株式会社退職給付信託ソニー株003口

再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社
260,000 1.86

東映アニメーション株式会社 245,998 1.76

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 204,000 1.46

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 東映株式会社　（上場：東京）　（コード）　9605

補足説明

平成29年７月12日付でシンプレクス・アセット・マネジメント株式会社から、当社株式の売却を行った旨の大量保有報告書（変更報告書）が関東財
務局に提出されたことにより、平成29年７月６日付けで当該株主が主要株主に該当しなくなったことを確認いたしました。また、平成29年７月19日
付で株式会社バンダイナムコホールディングスが、新たに主要株主となりました。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 JASDAQ

決算期 3 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満



直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

当社は、アニメーションに関するビジネスを行うという点で親会社である東映株式会社の企業グループの中において明確な棲み分けがなされてお

り、当社独自の判断で経営及び事業活動を執り行っております。親会社との取引条件については、他の取引先との条件や業界における同種の取
引の条件等を勘案して決定しており、当社ひいては少数株主の利益が害されることのないように努めております。

また、重要な業務執行を決定する取締役会は、取締役全13名のうち親会社出身者以外の取締役が多数を占めており、当社の意思決定の独立性
が阻害される状況にはないと考えております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社は、映像作品の企画立案・製作・販売、版権事業等を主体的に行っており、親会社東映株式会社からの独立性を確保いたしております。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 13 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

亀山　慶二 他の会社の出身者 ○ ○

清水 賢治 他の会社の出身者 ○ ○

重村 一 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

亀山　慶二 　

昭和57年4月：全国朝日放送株式会社（そ
の後株式会社テレビ朝日に商号変更、現
在は株式会社テレビ朝日ホールディング
ス）に入社。平成17年6月：同社編成制作
局長。平成21年6月：同社コンテンツビジネ
ス局長。平成22年6月：同社取締役に就任
（現任）。平成26年4月：株式会社テレビ朝
日（テレビ朝日分割準備株式会社が吸収
分割により放送事業等を承継し、商号変
更）取締役に就任。平成26年6月：同社常
務取締役に就任。平成29年6月：当社取締
役に就任（現任）。株式会社テレビ朝日専
務取締役に就任（現任）。

見識の高さ、放送業界に精通



清水 賢治 　

昭和58年4月：株式会社フジテレビジョン
（現在は株式会社フジ・メディア・ホール
ディングス）に入社。平成18年6月：同社映
画事業局映画制作部長。平成20年6月：
同社映画事業局次長。平成21年6月：株
式会社フジテレビジョン（新設分割により
設立）経営企画局経営企画室長。平成23
年6月：同社経営企画局企画担当局長兼
経営企画局経営企画室長。平成24年6
月：同社総合メディア開発メディア推進局
長。平成25年6月：同社総合開発局長。平
成26年6月：当社取締役に就任（現任）。株
式会社フジテレビジョン執行役員に就任。
平成29年7月：株式会社フジ・メディア・
ホールディングス執行役員常務に就任(現
任)。株式会社フジテレビジョン執行役員
常務に就任(現任)。

見識の高さ、放送業界・映画業界に精通

重村 一 ○

昭和43年4月：株式会社フジテレビジョン

（現在は株式会社フジ・メディア・ホールデ

ィングス）に入社。昭和62年6月：同社編成

局編成部長。平成6年7月：同社編成局

長。平成9年6月：同社取締役に就任。ジェ

イ・スカイ・ビー株式会社代表取締役副社

長に就任。平成10年5月：日本デジタル放

送サービス株式会社（日本デジタル放送

サービス株式会社とジェイ・スカイ・ビー株

式会社が合併、その後株式会社スカイパ

ーフェクト・コミュニケーションズに商号変

更）取締役副社長に就任。平成12年6月：

当社取締役に就任（現任）。平成15年6

月：株式会社スカイパーフェクト・コミュニ

ケーションズ代表取締役社長に就任。平

成18年6月：株式会社ニッポン放送代表取

締役会長に就任（現任）。平成22年3月：

当社独立役員に就任（現任）。

見識の高さ、放送業界に精通

【社外取締役の独立性についての会社の考え
方】

当社は、様々な経歴を持つ以上の3名を社外

取締役とすることにより、特定の利害関係者の

利益に偏ることを防止し、全体として経営の客

観性や意思決定の公正性が増すとともに、監

督の実効性や専門性等の要素も同時に確保

できると考えております。

【独立役員に指定した理由】

当社の主要株主である株式会社フジテレビジョ
ン（現在は株式会社フジ・メディア・ホールディン
グス）の取締役を退任してから10年以上経過し
ており、現在においては特別な利害関係がな
い。株式会社フジ・メディア・ホールディングス
は当社の第4位株主であるため、当社の親会
社に対しては少数株主の立場であり、中立・公
正な立場から経営判断を行うことが可能。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役と会計監査人とは、定期的に（年4回）、必要なときには臨時に会合を開催し、監査体制、監査計画、監査実施状況の情報交換等にて連携
をしております。

監査部は3名の人員で、内部監査規程に基づき業務全般に関し定期的に内部監査を実施し、代表取締役社長及び常勤監査役に対し、その結果
を報告しております。

常勤監査役と監査部は、日々コミュニケーションを取り、監査体制・監査計画・監査実施状況等の意見交換を行うとともに、情報の共有を図ってお
ります。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)



氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

矢津田　佳広 他の会社の出身者 △ △

香山　敬三 他の会社の出身者 ○ ○

今村 健志 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

矢津田　佳広 　

昭和61年4月：東映株式会社入社。平成
27年6月：同社映画企画管理部長。平成
28年7月：同社人事労政部専任部長。平
成29年6月：当社常勤監査役に就任(現
任)。

見識の高さ、映画・テレビ事業に精通

香山　敬三 　

昭和58年4月：全国朝日放送株式会社（そ
の後株式会社テレビ朝日に商号変更、現
在は株式会社テレビ朝日ホールディング
ス）に入社。平成17年6月：同社経理局経
理部長。平成22年6月：同社経理局次長。
平成23年6月：同社経理局長（現任）。平
成26年４月：株式会社テレビ朝日（テレビ
朝日分割準備株式会社が吸収分割により
放送事業等を継承し、商号変更）経理局
長　（現任）。平成28年6月：当社監査役に
就任（現任）。平成29年6月：株式会社テレ
ビ朝日ホールディングス取締役に就任（現
任）。株式会社テレビ朝日取締役に就任
（現任）。

見識の高さ、放送業界に精通、経理部門の専
門知識

今村 健志 ○

昭和56年4月：板橋区職員。昭和63年10
月：司法試験合格。平成3年3月：司法修
習終了。平成3年4月：弁護士登録（第二
東京弁護士会所属）、遠藤法律事務所入
所。平成14年1月：日本橋フォーラム綜合
法律事務所（遠藤法律事務所から名称変
更）パートナー弁護士に就任。平成21年1
月：同事務所代表弁護士に就任（現任）。
平成27年6月：当社監査役に就任（現任）。

弁護士としての豊富な経験、企業法務を始めと
した法務全般に関する専門的な知識

【社外監査役の独立性についての会社の考え
方】

当社は、様々な経歴を持つ3名を社外監査役と
することにより、特定の利害関係者の利益に偏
ることを防止するとともに、監査の実効性や専
門性等の要素も同時に確保できると考えており
ます。

【独立役員に指定した理由】

当社との資本関係・取引関係は生じておらず、
一般株主との利益相反が生じるような利害関
係を有していない。

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

―――



【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

取締役に対するインセンティブは、報酬にて対応しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

平成28年6月28日開催の定時株主総会における決議により、取締役の報酬額（使用人分給与は含まない）は、年額340,000千円以内（うち社外取
締役が15,000千円以内）、監査役の報酬額は、年額40,000千円以内と定められております。

全取締役及び全監査役に関する報酬の総額を有価証券報告書、事業報告にて開示しています。

取締役報酬額（社外取締役を除く）：241,254千円

監査役報酬額（社外監査役を除く）：1,414千円

社外役員：25,367千円（社外取締役3名社外監査役3名）

　（上記金額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。）

　（上記金額には、平成29年6月28日開催の第79期定時株主総会終結のときをもって退任した取締役1名及び監査役1名を含んでおります。）

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

なし

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

―――

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

経営戦略部、総務人事部及び監査部が、社外取締役・社外監査役の情報収集サポート、当社からの情報伝達等を実施いたしております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項

当社には相談役・顧問等はおりません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）



当社の取締役会は、取締役13名（常勤取締役8名、非常勤取締役5名）で構成され、うち3名は社外取締役であります。毎月1回の定時取締役会の
ほか必要に応じて臨時取締役会を開催し、重要事項を付議し、業務執行状況及び業績の状況等について報告が行われております。また、毎月、
本部長会議及び営業会議等を開催し、経営情報を交換・共有し、円滑に意思疎通・意思形成を図っております。

3名の社外監査役を含む監査役４名は、定期的に監査役会を開催するほか取締役会に出席し、特に常勤監査役は、常勤取締役会等の重要な会
議及び各委員会にはすべて出席し、取締役の職務の執行を監査するとともに、助言しております。

また、新日本有限責任監査法人には会計監査人として、監査役・監査役会と連携した会計監査による会計の適正性の検証を委託し、財務の信頼
性と透明性の向上につなげております。なお、同監査法人の指定有限責任社員・業務執行社員である百井俊次公認会計士の継続監査年数は5
年、同米村仁志公認会計士の継続監査年数は2年となっております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、現行の監査役制度が有効に機能していると考えております。平成27年6月には独立役員として社外監査役1名を加え、経営監視体制を更
に強化いたしました。社外監査役に加えて様々な経歴を持つ社外取締役が選任されていることで、経営の客観性や意思決定の公正性が増すとと
もに、各々当社の事業分野における専門性を有することから、監督・監査の実効性にも資しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 早期発送に向けて努力いたします。発送前にホームページにも掲載しております。

集中日を回避した株主総会の設定 毎期、集中日を回避して、株主総会を開催しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

個人投資家向けに定期的説明会を開催
必要に応じて十分な説明会を開催しております。（平成30年度は8月に開催予
定）

なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

本決算と第2四半期決算開示後に開催し、代表取締役社長が説明いたしてお
ります。

あり

IR資料のホームページ掲載 決算情報、適時開示資料、招集通知等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営戦略部

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

東映アニメーションコンプライアンス指針

その他

＜女性の活躍の方針・取組みに関して＞

当社の経営理念を実践し、継続的に発展していくためにも女性が能力を発揮できる環境・
仕組みを整備することが重要であると考えております。

現在、当社において役員に女性メンバーは含まれておりませんが、積極的に女性の管理
職への登用を行う（管理職全体のうち女性管理職は16.0%で増加傾向にあります。）等、女
性の活用を進めています。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

東映アニメーションコンプライアンス指針、コンプライアンス規程を定め、コンプライアンス委員会を設け、取締役・従業員の職務の執行が法令・社
会規範及び定款に適合することを徹底しております。

取締役会議事録、稟議書その他の職務執行に係る情報について、会社法等の法令及び稟議規程、文書管理規程等の社内規則に基づき、適切
な保存及び管理を行っております。

リスク管理規程を定め、リスク管理委員会を中心に当社グループのリスク管理体制を構築するとともに、本部長会議、営業会議等の更なる活性化
を図り、当社代表取締役社長及び担当役員と関係部長、子会社役員等とは頻繁に協議を行い、リスク特定・リスク算定・対策・残留リスクの評価を
実施し、当社グループのリスクを総括的かつ個別的に管理しております。

組織規程、職務分掌、職務権限基準、稟議規程及び稟議起案基準等により、取締役の職務分掌及び各部長の職務権限を明確にし、取締役の職
務の執行が効率的に行われることを確保しております。急を要する重要事項等の場合には、常勤取締役会を開催し、適正かつ迅速に対処してお
ります。

従業員が、法令・定款違反、社内規則違反あるいは社会通念に反する行為等が行われている、または行われようとしていることを知ったときには、
コンプライアンス窓口に通報する制度を設けております。監査部は、内部監査規程に基づき業務全般につき定期的に内部監査を実施し、代表取
締役社長及び常勤監査役に対し、その結果を報告しております。また、人事労政部は、賞罰委員会規程に基づき、必要に応じて賞罰委員会を開
催いたします。

子会社は、関係会社管理規程に基づき、当社に財務状況、営業状況その他業務執行に関する重要事項を定期的及び適宜報告いたします。ま
た、子会社には、役職員から取締役・監査役等を派遣し、子会社の業務執行が適正かつ効率的に行われるよう監視・監督いたします。経営戦略
部は、関係会社管理規程に基づき、子会社に対しモニタリングを実施しております。監査部は、子会社を定期的な内部監査の対象とし、代表取締
役社長及び常勤監査役に対し、その結果を報告しております。

金融商品取引法等が定める当社グループの財務報告に係る内部統制の体制整備、運用、評価を一般に公正妥当と認められる基準に準拠して継
続的に行うことで、不備に対する必要な是正措置を講じるとともに、財務報告の信頼性確保を図っております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

東映アニメーションコンプライアンス指針において「反社会的勢力との関係を排し、経営の健全性を確保する」旨を定め、指針に反する行為があっ

た場合は、社内規則にしたがって厳重に責任を追及いたします。反社会的勢力からの不当要求等に対しては断固として拒絶し、平素より警察や

弁護士等の外部専門機関と緊密に連携し、組織的に対応する体制を整えてまいります。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

経営の効率化を進め、企業価値及び株主価値を向上させることが、最良の防衛策と考えております。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――






